
国土交通省の取り組み等について

平成２５年２月２６日平成２５年２月２６日

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

インフラ海外展開に関する国土交通省の取組み

アジアをはじめとする海外の成長を取り込むため、官民が一体となって海外のプロジェクト獲得に努めアジアを する海外 成長を取り込む 、官民 体 な 海外 ジ ク 獲得 努
る。具体的には、「川上」である構想段階からのプロジェクト参画、トップセールスの展開、総合力を活
かした多様な案件形成等を推進する。我が国規格の国際標準化などソフトインフラの積極的な展開等
も実施する。

我が国の技術・システムの国際標
準化や相手国でのスタンダード獲

政治のリーダーシップによる官民一体
となったトップセールスの展開や案件

ソフトインフラの積極的な展開

資金調達、相談窓口の設置等によ
り我が国企業の海外展開を支援

資金調達等による支援「川上」からの参画・多様な案件形成

準化や相手国でのスタンダード獲
得等ソフトインフラの海外展開

国際機関・標準化団体へ積極的な
参画、我が国提案への賛同国増加
向けた働きかけ強化

となったトップセ ルスの展開や案件
形成等を更に推進

トップセールス等相手国政府とのハイ
レベル協議、シンポジウムの開催、相
手国要人 政府行政官の招聘等を実施

り我が国企業の海外展開を支援

ＪＢＩＣ（国際協力銀行）の投資金融
等による融資、ＮＥＸＩ（日本貿易保
険）による債務保証等をアレンジ

に向けた働きかけ強化

セミナー・研修開催、専門家派遣等
を通じた日本規格の理解・普及促

手国要人・政府行政官の招聘等を実施

構想段階から、官民連携による案件形
成、コンソーシアム形成等の支援、官

先進国向け投資金融の対象に高速
鉄道、都市鉄道、水分野等を追加

2010年

先進国向け輸出金融（高速鉄道、都
市鉄道、水分野等）を追加

2011年

を通じた日本規格の理解 普及促
進

成、コンソ シアム形成等の支援、官
民による海外ＰＰＰ協議会の開催等を

実施

民間企業からのトラブル相談窓口
として「海外建設ホットライン」の設
置や、事業監理セミナー等を実施

二国間対話等を通じたビジネストラ国間対話等を通じたビジネストラ
ブルの解決支援

平成25年2月 高速鉄道セミナー 平成25年2月
海外水インフラPPP協議会

平成24年7月
ISO（国際標準化機構）水のワークショップin神戸 平成24年9月 日ベトナム

事業監理・建設ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄセミナー
平成24年7月 日カンボジア
安全・品質管理ｾﾐﾅｰ（現地視察）
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インフラ海外展開推進のための有識者懇談会

目的 委員

◎ 家田 仁 東京大学大学院工学系研究科教授
アジア等の成長の果実を取り込むための日本の強

みを活かしたインフラ海外展開について、これまでの

目的 委員

大橋 忠晴 日本鉄道車両輸出組合理事長
（川崎重工業（株）会長）

小澤 一雅 東京大学大学院工学系研究科教授

取り組みを評価・検証した上で、今後の課題を洗い出

し、課題克服に向けた戦略及びそれらを実現するた

めの具体的施策をとりまとめることを目指す

木村 惠司 一般社団法人不動産協会理事長
（三菱地所（株）会長）

小林 栄三 海外港湾物流プロジェクト協議会座長

めの具体的施策をとりまとめることを目指す。

スケジュール
小林 栄三 海外港湾物流プロジェクト協議会座長

（伊藤忠商事（株）会長）

住川 雅晴 一般社団法人海外水循環システム協
議会理事長

５月２４日 第１回：懇談会設置、これまでのレビュー
と論点整理

６月 ４日 第２回：前回の議論を踏まえ、施策の方
向性 議会理事長

（（株）日立製作所顧問）

清野 智 海外鉄道推進協議会会長
（東日本旅客鉄道（株）会長）

向性について

６月１３日 第３回：中間とりまとめ（案）について

６月２２日 中間とりまとめ公表 （東日本旅客鉄道（株）会長）

竹中 統一 一般社団法人海外建設協会会長
（（株）竹中工務店社長）

６月２２日 中間とりまとめ公表

７月３１日 第４回：海外事例に基づく検討 等

※ ◎：座長
（五十音順・敬称略）

１１月１３日 第５回：海外事例に基づく検討 等

１２月２６日 第６回：最終取りまとめ（案）について
2

これからのインフラ・システム輸出戦略
基本的考え方基本的考 方

三つの意義 四つのポイント

１．相手国の風土、文化等の尊重

新興国等の成長
の取り込み

■相手国が真に必要とするものを提供するには、相手国の風土、文化等を理解し、尊重することが必要。
■我が国の経験を伝え長期的な視点から提案することも必要。

２．システム思考のソリューション提案

グ バ 確保

■現地ニーズに適い、また我が国企業の利益にも適うようなソリューションを提案する能力が必要。

活力を維持するた
めのフロンティア

３．グローバル・ローカルな人材の確保・育成

■国際標準を熟知しプロジェクトを指揮・管理する能力を持つグローバルな人材と、現地の文化等を理解し
尊重することができる現地に根付いたローカルな人材の双方が必要。

■グローバル・ローカルな人材とも、経験・ノウハウが必要。とりわけ、ローカルな人材は現地との密な人的
がネットワークが重要。

■現在活躍中の人材の能力向上、計画的な人材採用・養成、留学生の活用・登用が重要。

４ 産学官の連携と役割分担

将来にわたり繁栄
し、世界で尊敬

される国

４．産学官の連携と役割分担

■関係省庁・関係機関が連携・協力して、相手国政府に対する働きかけや制度整備支援、公的金融等支援
措置を実施。公的機関に蓄積された人材・ノウハウの一層の活用等が必要。

■政府は、プロジェクトのリスクを軽減するため、貿易保険等の制度に加え、相手国政府との間で、交渉・要
請を実施

される国
請を実施。

■企業は、人材育成、体制整備等により、能力を一層強化して、プロジェクトの提案・獲得・実施にあたる。
■官民相互の連絡を緊密にして、政府は企業のニーズを把握することが必要。
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新たなステージへの展開 戦略と具体策

これからのインフラ・システム輸出戦略

課題 今後の方向性と戦略 具体的施策

「川上」「川下」へのチャレンジ

相手国のニーズのくみ上げ
が不十分ではなかったか？
相手国のニーズのくみ上げ
が不十分ではなかったか？

１．相手国のニーズの的確な
くみ上げ

１．相手国のニーズを踏まえた案件の発掘・形成
の強化

２．国内外におけるモデルプロジェクトの促進

相手国とのつながりが
まだ弱いのではないか？
相手国とのつながりが

まだ弱いのではないか？
２．人材確保と人的ネットワーク

の充実

３．勝てるチームづくりのための人材育成
４．現地における技術者・技能者の育成

５．情報収集の強化と人的ネットワークの構築・
活用

海外展開をすすめる
プレイヤーが十分にいるのか？

海外展開をすすめる
プレイヤーが十分にいるのか？

３．総合受注を担える体制整備：
プレイヤーの確保

活用

６．公的部門のノウハウ等の活用
７．ジャパン・イニシアティブ

８．ODAとの連携によるPPPプロジェクトの推進
９．面的プロジェクトの推進
１０ 政府間対話の積極的な活用

４．競合国とのイコールフッティ
ング

価格を含め競争力は価格を含め競争力は １０．政府間対話の積極的な活用
１１．公的制度の不断の改善
１２．防災パッケージの海外展開
１３．ソフトインフラの海外展開
１４．海洋インフラ等の海外展開

５．競争力強化のための新分野
開拓

価格を含め競争力は
あるのか？

価格を含め競争力は
あるのか？

国内の国際化は十分か？国内の国際化は十分か？ ６．国内市場の国際化
１５．国内市場の国際化
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インドネシア・ジャカルタ首都圏投資促進特別地域（ＭＰＡ）

インドネシアの持続的な成長実現のため、日本企業の活動が集中し、投資誘致の潜在力が高い長 潜
ジャカルタ首都圏地域を「投資促進特別地域（ＭＰＡ）」として位置付け、日本・インドネシア両国政
府及び民間企業の代表等の参加のもと、同地域の投資環境をハード（インフラ整備）・ソフト（制度
面での投資環境改善）の両面から集中的に改善する取り組みを実施中。
2010年12月に両国政府間で協力覚書を締結し 2012年10月にマスタ プラン策定 2013年までの2010年12月に両国政府間で協力覚書を締結し、2012年10月にマスタープラン策定。2013年までの
早期実施事業の着工等に向け調整中。

《優先事業》２０２０年までの完工を目指す
（早期実施事業１８事業を含む４５事業）

〈道路事業〉
ジャカルタ外環道路
ジャカルタ首都圏への高度道路交通システム（ＩＴＳ）の導入
第 カ ペ ク有料道路

（早期実施事業１８事業を含む４５事業）

第二チカンペック有料道路
新空港へのアクセス道路

《早期実施事業》２０１３年末までの着工を目指す
（１８事業）

MPA第3回運営委員会
（2012年10月9日、於東京）

日本側：玄葉外務大臣、インドネシア側：ハッタ経
済担当調整大臣が共同議長を務め MPAマス

〈道路事業〉
チラマヤ新港へのアクセス道路
ジャカルタ東方工業地域内の道路網の改善
ジャカルタ首都圏の道路網の改善

（１８事業）

済担当調整大臣が共同議長を務め、MPAマス
タープランを承認（国土交通省からは、長安副大
臣が出席）

ジャカルタ首都圏の道路網の改善

〈道路事業〉

《フラッグシップ・プロジェクト》ＭＰＡの象徴的プロジェクト
（５事業）
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〈道路事業〉
フラッグシップ・プロジェクトである「チラマヤ新国際港整備事業」は、「チラマヤ新港へのアクセス
道路」等の周辺インフラも含めた開発によりジャカルタへの物流の集中を緩和し、首都圏の産業クラス
ター整備に貢献するもの



トップセールス等による相手国への働きかけの推進

政治のリ ダ シ プにより 相手国政府等のキ マンに直接的に働きかけ政治のリーダーシップにより、相手国政府等のキーマンに直接的に働きかけ

ベトナム交通運輸省副大臣の招聘 インド道路交通閣外大臣の来日

平成２４年３月、ベトナム交通運輸省ドン副大臣を招聘し、
高速道路視察等を実施。国土交通省への表敬訪問時には、
津島国土交通大臣政務官からトップセ ルスを実施

平成２４年７月、インド道路交通省プラサダ閣外大臣が来
日。日本の道路の視察していただくとともに、奥田副大臣よ
りトップセ ルスを実施津島国土交通大臣政務官からトップセールスを実施。

＜概 要＞
・招聘期間：平成２４年３月２６日（月）～３０日（金）
・主な行程：首都高速道路、新東名高速道路等の視察

りトップセールスを実施。

＜概 要＞
・来日期間：平成２４年７月１２日（木）～１５日（日）
・主な行程：ＩＴＳに関する意見交換・走行体験

国土交通省への表敬訪問 ほか 東京外環（西大和団地）視察 ほか
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立体道路制度を活用して整備された東京外環自動車道と西大和団地を視察
（左下写真：真ん中がプラサダ閣外大臣、右上写真は外環道と西大和団地）

新東名高速道路の視察

道路分野におけるセミナーの開催

平成２４年度においては、ベトナム、ミャンマー、インドネシア等との間で、道路分野のセミナーを開催し、

第６回ベトナム
高速道路セミナ

日ミャンマー
道路技術ワ クシ プ

日・インドネシア
道路 下水道セミナ

平成 年度においては、 トナム、ミャン 、インドネシア等との間で、道路分野のセミナ を開催し、
道路に係る我が国の技術・経験等の紹介、意見交換を実施。

日程 ： 平成２４年１０月２９日
開催地：名古屋

日程：平成２４年
１２月１０日、１２日

日程：平成２５年１月２８日
開催地：インドネシア国

高速道路セミナー 道路技術ワークショップ 道路・下水道セミナー

概要 ：高速道路整備における

先進技術とＩＴＳをはじめ、維
持・管理、休憩施設、橋梁の施
工技術等の道路関係技術や

開催地：ミャンマー国
ネピドー、ヤンゴン

概要：道路分野における管理
運営 橋梁 舗装や交通安全

ジャカルタ

概要：インドネシアからの道路
整備の現状説明の後、日本の
道路技術全般を紹介 さらに工技術等の道路関係技術や、

ベトナム道路交通インフラへの
協力・参画について紹介し、意
見交換を実施。

運営、橋梁、舗装や交通安全
に加え、ＩＴＳ技術について紹介
し、意見交換を実施。

道路技術全般を紹介。さらに、
高速道路の建設技術、橋梁・
舗装、斜面安定・軟弱地盤対
策等の技術について紹介し、
意見交換を実施。
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道路関係技術のモデルプロジェクト支援

○我が国の技術の優位性やノウハウ等を受注につなげていくため、相手国の潜在的ニーズを的確に
捉え、その実現に必要な技術・ノウハウを目に見える形で示す。

目 的

捉え、その実現に必要な技術 ノウ ウを目に見える形で示す。

○そのためには、我が国の技術を認識してもらえるような先導的なプロジェクトを実施し、実績を作る
ことが必要。

実施内容

途上国等の実情にあった日本の優れた道路関係技術・システム（高度道路交通システム（ＩＴＳ）、橋
梁点検システム等）の普及を図るため、海外においてモデル事業を実施したり、一つの国で実用化さ
れた日本の技術を、他国へも普及させる取り組みを行う。

【実施内容イメージ】
①対象国のニーズに対応したモデルプロジェクトの構築

・プロジェクト実施箇所の検討及び選定

【対象システムのイメージ】
○ITS（道路交通情報システム）
○舗装点検システム・プロジェクト実施箇所の検討及び選定

・技術的な課題の抽出及び改良
②相手国関係機関等との調整
③モデルプロジェクトの実施・運用

○舗装点検システム
○橋梁点検システム
○非破壊検査システム

など
④実施したモデルプロジェクトの評価・分析
⑤普遍的な日本の技術の今後の展開に向けた検討
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国別ワーキンググループ一覧

国名 名称 対象プロジェクト

①ベトナム南部

南北高速道路（ホーチミン～ゾウザイ間）運営・維持管理事業

ビエンホア ブンタウ高速道路事業

ベ
ト
ナ
ム

①ベトナム南部 ビエンホア～ブンタウ高速道路事業

南北高速道路（ミトワン～カントー間）高速道路事業

南北高速道路（ファッヴァン～カウゼー間）高速道路事業ム
②ベトナム北部

マイジック～ノイバイ高速道路事業

③ベトナムＩＴＳ 南北高速道路（ホーチミン～ゾーザイ間）等のＩＴＳ事業

イ
ン
ド

④インド・ハイデラバード ハイデラバード外環道路

⑤インド・ＩＴＳ ハイデラバード外環道路等のＩＴＳ事業

⑥インドネシア タンジ ンプリオク タンジ ンプリオク港アクセス道路
イ
ン
ド
ネ
シ

⑥インドネシア・タンジュンプリオク タンジュンプリオク港アクセス道路

⑦インドネシア・ジャカルタ ジャカルタ外環高速道路（チリンチン～チビトン間）

⑧チラマヤ新港 アクセス道路 チラマヤ新港へのアクセス道路シ
ア

⑧チラ 新港 アク 道路 チラ ヤ新港 のアクセス道路

⑨第二チカンペック高速道路 ジャカルタ東部工業地域へのアクセス道路

フィリ
ピン ⑩フィリピン 南北高速道路連結道路プロジェクト
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トルコ ⑪トルコ 北マルマラ自動車道路プロジェクト



Japan Expressway International Co., Ltd. 1 

Japan Expressway International Co., Ltd. 

 

 

 

 

2 

JEXWAY  



Japan Expressway International Co., Ltd. 

 

    

 

 

 

 
 

 
 

 
 

Ex.  
 

 

 

 
 

 

 
PLUS Jasa Marga &MEX EXAT MEX HEX  

3 

Japan Expressway International Co., Ltd. 4 

                  



Japan Expressway International Co., Ltd. 

 

5 

/JICA  
-or  

 

SPC 
 

 
 

 

 
-  

 

 
or  SPC

ex.20  

 
  

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

/  
or 
/  

 

 

 

 

 

/ 
 

/  
 

  

Japan Expressway International Co., Ltd. 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

6 

― JICA PPP  

― JICA PPP

― JICA PPP

JICA  

METI  

 

  METI  
JICA PPP  



Japan Expressway International Co., Ltd. 7 

Japan Expressway International Co., Ltd. 

 

 

 

8 



Japan Expressway International Co., Ltd. 9 

Japan Expressway International Co., Ltd. 10 



Japan Expressway International Co., Ltd. 

 2020  

 

11 

Japan Expressway International Co., Ltd. 

 
 2020  

 

 
L= 30km 

 
 

 

 

←   

 

12 



Japan Expressway International Co., Ltd. 13 

 

 

 

 

 

 

31 

33 

33 

33 

33A 

48 

48 

 

 

 

Japan Expressway International Co., Ltd. 14 





Incidents

ATCC CCTV

MET

Information collection

ECB

Fiber 
Optic 
Cable

Mobile 
Communication 

Patrol Car

Fiber Optic Cable

VMS

Internet

SMS

Providing Information

TCC
Incidents

ATCC CCTV

MET

Information collection

ECB

Fiber 
Optic 
Cable

Mobile 
Communication 

Patrol Car

Fiber Optic Cable

VMS

Internet

SMS

Providing Information

TCC



 
 

       

        

        

 

        

        





 

 
1.  

 
2.  



MPA
 

 

 

 

 

 

Soekarno-Hatta 
International 

Airport 
Jakarta 

Bogor 

Karawan
g 

Kota 
Depok

Tangeran
g 

Bekasi 

Kota 
Bogor 

Kota 
Bekasi 

Kota 
Tangeran

g 

Kota 
tangerang 
Selatan 

ang 
latan

 

ITS  

MPA  

JICA
MPA

 

Bogo
 

 
 

 

 
 

 
 


